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区は、 平成 2 4 年第 1回区議会定例会に、 基本構想審議会答申を最大限尊重した
｢杉

並区基本構想 - 1 0 年ビジョン - ｣ を議案として提出しました。
この基本構想を実現するための具体的な道筋となる ｢杉並区総合計画 (案)｣‐｢杉並区
実行計画 (案)｣ は、 次の基本的考え方に基づいてまとめています。

(1) 杉並区総合計画 賢 0 年プラン潟

○ 総合計画は、基本構想が示す ｢1 0 年後の将来像 (※ 1 ) ｣ の実現に向けた 5つの
目標 (※ 2 ) に沿った ｢施策.｣、 施策展開を支える

｢協働推進基本方針｣ ･ ｢行財

政改革基本方針｣ ･ ｢区民と共に実現する基本構想｣ をもって構成する総合的な計

画として策定します。

※ 1 将来像 :支えあい共につくる 安全で活力あるみどりの住宅都市 杉並

※ 2 目標 1 :災害に強く安全 ･安心に暮らせるまち

朝票2 :暮らしやすく快適で魅力あるまち

国標 3 :みどり豊かな環境にやさしいまち

目標 4 :健康長寿と支えあいのまち

目標 5 :人を育み共につながる心豊かなまち

0 1 0 年間を 3 期 (平成24 ~ 33年度、 平成27 ~ 33年度、 平成31 ~ 33年度) に分けて、
時代の変化に的確に対応した計画の改定を行っていきます。

(2) 杉並区葵行計画【3 年プログラム剥

○ 実行計画は、総合計画が示す施策を構成する計画事業と、協働の推進と行財政改革
の取組、区民と共に基本構想を実現するための取組を明示する財政の裏付けを持つ

3 年間 (平成24 ~ 26年度) の計画として策定します。

○ 計画事業につしYては、各年度の事業量と実施時期、所要経費(※ 3 )を明らかにします。

※ 3 所要経費は計画上の見込額であり、 各年度の予算で確定させていきます。

○ 社会情勢の変化等に柔軟に対応するため、 2 年ごと&こ計画をローリング (改定) す
ることを基本とします。

総合計画蟹0 年プラン】-嶋基本酬鞭娘実現の具体的道筋となる計画一

嚢行計画艶 年プ晒グラム満÷財政の裏付けを持っ3か年計画-
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基本構想を実現するために

協働窪達基本方針

協議を支える情報発信と、 区と区民とのコミュ
ニケーション充実

効率的な組籏体制の構築と人舵の育成

　　　
　　　　　　　　 　

　
基本構態を区民と共に実現するために
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圏目標 4 健康長寿と支えあいのまち

施策憎8 障害者の栂墓参加と就労礎藪の充嚢

○脅性もが五い亥こ尊重し合えるまちをつくるためには、障害"者が個性を発揮しながら社会で活躍できる場や

機会の確保が必要です。
○重度の障害があってもき･辷会で活動する場を確保していくことば重要であり、そのための施設整備が必、

要です-。
0 障害者の余暇活動テや社会参加の機会が増えており、移動支援事業の利用時間が増加lしています.

0 障害があっても、また7J｢ー齢によって身体機能が低下しても日々の活動が充実し いきいきとした生活を送

れるように、環境が整備されてきています。
0 一人ひとりの能力や個性に令〕わせたきめ細1かな就労支援により、就労している障害者が着実に増加し

てきています。また、安定した就労生活が継続できるま効こ、様々な支援も充実してきています。

0 移動支援の利用により事章害が重くても外出でき話淡々な社会階鰯に参力もTできるよう“こなってきてしま

す.

0障害者漉所施設事の墜饑 箪点
･障害の程度が重くても、安定して適所できる施設や涎動･交流の場の整備を進めます.
0障害者の就労支縦の売薬
･身近な場所で職業評価を受けることができ、適切な職業選択ができるような仕組みをつくります“ま
た、商店街などと協力して職場体験実習の場を確保し 就労につなげます“
0障害者の移動支搬の充実
･外出の際にヘルパーが付き添う｢移動支援事業｣の充実により、l蜂害者リン社会参加1の機会の拡充を

図ります。
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圏目標 4 健康長寿と支えあいのまち

　

施策19 障害者の地域生活支援の完美

○平成 18 年 4月から障筈者自立支援法が施行され、さらに現在、平成 25 年 8月を即金とサる新たな制

度の議論が進めらオじています。またきlた成 23 年 6 月に障害者虐待防止法が制定されました。こうした中

で、障害者が地域での快適な生活を可能にするためには、①課題解決を援助すするための相談支援、②

地域での居住先の確保等を進める在宅支援、⑧入所施設や病院等から円滑に地域での生活を可能に

する移行支援、④障害者の人権を擁護する虐待対策などが必要となっています。

○地域で安心して生活ができるように、医療･介護･福祉の連携により、病院や施設から在宅につなげる仕

組みが整っています。
○障害の程度が重くても、自分らしく生きていけるように、きめ細かな n 常生活の支援しや

グループホームな

どの整備が進んでいます。
0 誰もが安心して暮らせるよう、障害者の権利が守られる取組が充実してきています。

目糯と値 目標値
指概の説明者十算式

(3年後) (10 年後)

180 人 245 人
杉並区内グループホーム.
ケアホームの利用者数

指標名 現状値

グループホーム･ケアホーム 物8 人

利用者数 (22,年度)

地域生活への移行者数
8 人

(22 年度)

障害者入所支援施設や結
神病院から地域移行した
敷く目標値は累計)

50 人 160 人 神病院から地域移行した人

0障害者の相談支援の充奬
･障害者が地域で安心じて暮らせるよ効こ、適切な障害福祉サービスの利用に結び付けるなど、身近な

相談支援事業所において、きめ細かく相談支援ができる体制を轄えます。
O 障害者のグループホーム･ケアホーム等の確保 踵圃
･障害者が地域での生活を継続できるよう、グループホームやケアホームなど、援助のある住まい (場)

を整備します。
0障害者虐待対策の推進
･障害者及び養護者への相談･支援体制を整備するととも“こ、障害者の虐待防止に関する普及啓発を

進めます。
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鬮目標 4 健康長寿と支えあいのまち

施策Z O 支えあいとセーフティネットの癰糒

0 杉並区は÷、他区と比較して単身世帯が多い実態にあります。また、平成 22 年度に実施した高齢者実態

調査では、近所付き合いのない人が回答者の約 3 割を占めています。こうL た人たちに、 f-常生活や

様々な活動に必要な情報を適切に提供することが求められています。
0 高齢化の進展等に伴い、高齢や障害などにより移動)が困難な人が増えており、これらの人々の社会参

加等を支える移動サービスの充実が課題となっています.

0 誰もが、 }｢ 常生活や様々な活動へ参加訳するための情報が入手しやすくなっています。
○縞社車両等で送迎を行う移動?サービスが充実しています“

凡、澄鰺纖 霊魂 絆 しトフ。魂嚢療狡灘
福祉移励サセス僕絵可 溌鑿 群 -熱件門Iれ⑧畔 饗野嘉雙ぐ

0生活支援櫛報提僕の離選 趾点
.rいってきまるふ“*｣などの情報提供システムを見直し、 n 常生活や様々を活動iへの参加に関する情報

を総合的に提供する仕組みを整備します。また、バリアフリー協力店の登録拡大や区内施設における

バリアフリー情報の提供を進めまず。

0 移動サービスの支擬
･高齢や障害などにより移動1が困難な人が外出しやすいよう蓬覊絆t車両等による移動Tサービスを支援し

ます。
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覊目標 5 人を育み共につながる心豊かなまち

　

施策2 3 ‘障害児援護の充嚢

○保育園･幼稚l剤･児菫館等において、対人関係や行動りに問題を抱えた特別な配慮を要する児疏が増加

しており、早期の対応 ^支援が求められています。
○医療的配慮が必要な子どもの増加や身体･矢n的障害の重度･重複化への対応が求めらオ芯ています。
0 発灘障害については、幼児期の相談･指導体制の充実を図るとともに、支援が学齢期にも継続するよう

一貫した支援体制の幣備を図ることが重要です。
○障害児が生活能力向上のための訓練を受けられる、放課後等の居場所づくりが求められています。

　　 　 　 　 　　

^ “ 、 . “ 、 げ 落 “ . -“げ 、 .んぉ- .桜 トトい い一 レヘ ノ… “ ヌ l ミ○発達の遅れや心身に障害のある子どもの発達を、地域･行政･学校などが一体となって援助丁する体制が

整ってきています。
0 在学ヰ]の障害児に生活能力向上のための訓練を継続的に行う、放課後等の居場所が充実していま

す。

目標値

(3年後)

目標値

(10 年後)
指標の説明者+算式現状値

年間実利用者数
※現状値は~児童デイサー
　 　　

放課後等デイサービス

利用者数 (22 年度)

81 86 件

(22 年度)
個別･グループ指導件数 lo.800 10,800 件

0発達障害支援の充美 麗点
･社会性やコミュニケーション面の発達に遅れや障害のある乳幼児及び学齢児童に対し、専門職による

相談･指導を行い、保護者や関係機調(保育園･幼稚園･学校等)を支援します。
0 障害児の放課後支畿の充実
･平成 24 年 4 月から児童福祉法に基づくr放課後等デイサービス事業｣が創設さえもることに伴い、地域

デイサービスやu 帰りショートステイ等の類似の事業を再編するとともに、新制度への移行や活動の

場の確保に同‘rて支援しますh
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実行計画(稾)< 障害者関連施策>
資料3‐2

実施 実施 '案施

議轢嚇讓蝋翳讓灘肴難簸簾群の実施 実施 実施 庚施

圏)が、適切な対応を図れるよう支援しま
保育所等訪問支援の葵藤

　　　　　　　　　　 　　　 　　けることができる体制を鑿儀します。 ミ

地 テイサーヒス
、生活能力向上の 5団体

-増派教 護鼾 放課後等デイサービス
10団体 5団体 5団体

(累計10所) 1スば ー -ず。 ･ hQ

以上は、障誓者施策課･障害者生活支援課が所管する施策です。　　



以下は、障害者 (児)関連の施策を抜粋したものです。

地域のたずけ し、ネット
障害者などの区民について、｢地域のたず 新規登録 4 000人 (累計 = ,000人 ) 2 .0 0 0 人 1,0 0 0 人 1

8ナあいネットワーク(地域の手)への登録を 福祉救援所
、ネットワーク(地域の手)への登録を

、避難支援プランの作成等を進めま
た、民間の高齢者･障害者施設と協定
し、災害時に受入施設となる福祉救
まだ民間の高齢者障害者施設と協定 新規入所施設 5所 2所 2所

結し、災害時に受入施設となる福祉敷 適所施設12所 4所 4所

施策5 良好な住環境の整備
事業の概要(取組内容等) ･ 3 か年の事業置く24 ~ 26年度) 24年度 25年度 26年度

住宅施策の総合的な推進
｢ 宅マス ープーン の ‘- い 総△ - - - ン

区民の医療ニーズに的確に応えていけるよ 歯叫保健医療センターの充実
- ･調整を行うとともに~医療機関相互
の連携、医療と介護の連携の仕組みづくり
を進めます。また、歯科保健医療センターに
おいて~障害者や要介護者の歯科診療事
業の一周の充実を図ります。

施策2 0 支えあいとセーフティネットの整備
事業の概要(取組内容等) 3 か年の事業量 (24 ~ 26年度) 24年度 25年度 26年度

生活支援情報提供の推進
の ロに 総合的な生
る仕組みを整備し
協力店の登録拡大

検討･具

アフリー情報の提 バリアフリ

を、総合的に提供する仕組みを整備し 検討 具体化 実施
。また、バリアフリー協力店の登録拡大

検討･具体化.実施

区内施設におけるバリアフリー情報の提 バリアフリー協力店

1,200店
800 占 1,000店 1.200店

な人の通院や買い物などの外出 移動サービス情報センターの運営
るため、福祉車両等で送迎をする " 者の拡大 90団体 70団体 80団体 90団体

ン夕一｣を運営します。茨 福祉有償運送団体の支援
を行うN P O 団体等の支援

、ます。



鱗 嚢 騨遂轢鞭撻癈溌の設置検討 検酎鱗鱗
= 裔 . ‐ 小学校の知的障害(固定学級)の移設 整備

る特別支援教育の充実を図りま 中学校の知的障害(固定学纈)の新設 整備 建議 整備
小学校の偕籍障響く遼級学級)の増設 1クラス増 1クラス

中学校の精確障害(固定学級)の設置 検討 検討 検討 検討
常学級支援費の配置 48人 16人 16人 16入

廷 15,0 00 日 5,000 諸 5,000白 戸000日

調極･検討 期査検討



襄行計画(案)< 障害者施策を抜粋>

国嬢鑄 憾鞠嚢聽と痰え擬毒もの詠務

I施策惟8 障害者の社会参加と就労機会の充実 I
T 障害者適所施設等の整備【重点】

障害者が充実した日々を送るための日中活動の場を確保するため、重度知的障害者のための小規模
地域分散型施設や、精神障害者等の活動と交流の場となる｢地域活動支援センター｣を整備します。

2 障害者の就労支援の充実
障害者の就労を推進していくため、就労に関する支援体制を整えます。また、一般就労につなげるため、
企業や商店街などと連携して、職場体験実習や現場での長期研修を実施するとともに、特例子会社を誘
致して雇用の場の拡大を図ります。
23年度末(見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
築
罷

職場体験実習生
24人

雇用定着支援事案
実施

特例子会社

1社

職場体験実習

商店街実習事業
検討･調整

服用定着支援事業
実施

現場研修事業
実施

特例子会社

(累計1社)

職場体験巽習

商店街実習事業
実施

雇用定着支援事業
奧施

現場研修事業
実施

特例子会社

(累計T社)

職場体験実習

商店街実習事藥
與施

朧用定着支援事業
実施

現場研修事藥
実施

特例子会社
新規1社

(累計2社)

職場体験実習 ･

商店街実習事業
葵施

服用定着支援事業
婆施

現場研修事業
薬施

特例子会社

新規1社
(累計2社)

経費(百万円) 4 7 5 76

3 障害者の移動支援の充実
障害者の社会参加を促進するため、外出の際に付き添いを行うヘルパーを派遣する｢移動支援事業｣を
実施します。
23年度末(見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
業
量

移動支援事業
125,000時間

移動支援事漿

実施
移動支援事業

実施
移動支援事案

実施
移動支援事蝶

案施

経費(百万円) 317 3 17 3 17 9 5 1(百万円) 317 3 17 3 1



施策19 障害者の地域生活支叢の充実

乍 障害者の相談支援の充実

障害者が抱える課題の解決や障害福祉サービスを適切に利用できるよう、構談支援体制を充実します。
26年度24年歳 25年度 3か年計

相談支援体制の充実
検討･実施

末(見込)

援事業所 相談支撰体制の充実

検討事 自立支援センター
葉 3断
量 相談支援事業所

経費(百万円)

2 障害者のヴループホーム･ケアホーム等の確保 【麓点】

障害があっても地域の中で自立し安心して生活できるよう、障害時性に応じた住まいのあり方について
検討し指針を定め、グループホームやケアホーム等を社会福祉法人やNPO法人等と連携して整備しま
す。

23年度末(見込) 24年度 25年度 26年度 3 か年齢‐

事

知的障害者

グループホーム

32所

精神障害者

グループホーム

6所

身体障害者

グループホーム

l所

知的障害者

グループホーム

新規3所

(累計35所)

精神障害者
グループホーム

新規1所

(累計7所)

身体障害者

グループホーム

(累計1所)

知的障害者

グループホーム
新規3所

(累計38所)

精神障害者
ヴループホーム

(累計7所)

身体障害者

グループホーム

新規1所

(シ司…ト併設)

(累計2所)

知的障害者

グループホーム
新規4所

(ショート併設 1所)

廃止2所
(累計40所)

精神障害者

グループホーム

新規1所
(累計8所)

身体障害者

グループホーム

(累計2所)

知的障害者

グループホーム
新規10所

(ショート併設1所)

廃止2所
(累計40所)

精神障害者

グループホーム
新規2所
(累計8所)

身体障害者

グループホーム
新規1所

(ショート併設)

(累計2所)

賞

経費(百万円) 0 16 22 38

23年度末(見込) 24年度 25年度 26年度 3 か年齢‐

経費(百万円) 0 16 “ 22 38

3 障害者虐待対策の推進
相談支援事案所等と連携しながら、障害者及び養護者への相談‐支搬体制を整備するとともに、障害者
の虐待防止に関する普及啓発を行います。
23年度珠 (見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
案
賞

障害者虐待防止、
権利擁護
普及啓発

障害者虐待防止、
権利擁護
普及啓発

陣著者虐待防止、
権利擁護
普及啓発

障害者虐待防止、
権利擁護
普及啓発

経費(百万円) せ 1 3(百万円) 1 せ 1



園讓5 人を麓淋共につ蓼御蔭悉憲豊か参接写

l施策23 障害児援護の充実 l
鴇 発達障害支援の充実 【重点】
社会雛やコミュニケーション面の発達に心配のある子どもに対し、医師や心理職などの専門職による個
別相談やグループ指導を行うことにより、保護者や関係機関(幼稚･保育園)が、適切な対応を図れるよう
支援します。また、学齢期においても継続した支援を受けることができる体制を整備します。
23年度末(見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
業
量

医療相談･専門相談
2'000件

個別 ･グループ指導
延べa ooo体

巡回指導
380件

学齢期児薫の発達障

書支援事業
試行

医療相談･専門相談
実施
個別･グループ指導

実施

巡回指導
実施

保育所等訪問支援
実施
学齢齪幅詩,す a 1激闘

医療相談･専門相談
実施

個別･グループ指導

実施

巡回指導
裏施

保育所等訪問支援
実施
…- 盤に縦の発達国

醤支援事業
実施

医療相談･専門相談
実施

個別･グループ指導

実施

巡回指導
実施

保育所等訪問支援
実施

学齢期児童の発達隣

書支援事業
実施

書支援事業
実施

経費(百万円) 84 88 88 260

2 障害児の放課後支援の充実
在学中の障害児の自立を支援するため、放課後や夏休み等における、生活能力向上のための訓練等を
継続的に提供します。放課後等の居場所づくりを推進するため、放課後等デイサービスを整備します。くりを推進するた

25年度

放課後等デイサービスを

26年度

地域デイサービス 地
5団体

整備します。
3か年計

域デイサービス
5団体

23年度末 (見込) 24年廉

デイサービス
10団体事 10団体

藥 児麓デイ
　　　　　
I所

新規1所 新規3所 新規9 所

(累計10所)
新規5所

(累計2所) (累計7所) (累計10所)

経費(百万円)

以上の施策18増9･23は、障害者施策課･障害者生活支援課が所管する施策です。



以下は、障害者(児)施策と特に麓達する施策･事業を抜粋したものです。
なお、障害者に関連する施策･事業のみとし、経糞については省略しています。

薹釀瞭 簔書に離《葭登 ･轆鼻に塞驫燈鬘沸弩

I施策2 滅襞の観報こ立った防災対策の推進 -
3 災害時婆援護者支器対策の推進
災害時に援護を必要とする要介護
ク(地域の年)jへの登録を促進し~

筆

設と協定を締結し、災害時に受入薦
･

｢地域のたすけあいネッ
トワーク(地域の手)｣
登録者拡大(救急キット

事 配布も含む)
薬 登録 8,600人
鬘福祉救援所

【重点羽
A要とする要介護高齢者や障害者などの区民につい
登録を促進し~避難支援プランの作成等を進めます
災害時に受入施設となる福祉救援所を設置します。

地域のたすけ‐し、ネッ

トワーク(地域の手)

新規登録 2,000人

〔累計 10,000人)

新規入所施設 2所
適所施設 4所

25年度
-h域のたすけあし、ネッ

トワーク(地域の手)

新規登録 1000人
(累計 10,500人)

福祉救援所
新規 入所施設 2篦
速所施設 4勇

区民について、｢地域のたすけあいネットワー

。また~民間の高齢者･障害者施

26年度 3か年計

一ク(地域の手)

新規登録 1,000人

(累計舵,000人)

新規入所施設 1
遼所施設

地域のだす{ナあいネッ

トワーク(地域の手)

新規登録亀000人
(累計 1鴇000人)

入所施設 5所
適所施設 12所

廉聽護 憲馬し灘薊《懷遭惚迩弛踊番彦弩

i施策5 良好な住環境の整備 l
2 住宅施策の総合的な推進
｢住宅マスタープラン｣の改定を行い、総合的･計画的な住宅施策を推進します。また、都営住宅の医務
管による区営住宅の増加と住環境整備を図るとともに、高齢者等の民間アパートへの入所を支撰します。
23年歳末(見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
業
量

(障害 …… … &』圦

高齢者等の民間アパ
ートへの入居支援
高齢者等応急一時
居室の供給
民間アパートへの
入居支暖

拌)ゞ もふきん -

高齢者等の民間アパ
ートへの入居支援
応急一時居室の供給

民間アパートへの
入居支搦

高齢者等の民間アパ
"トへの入居支援
応急一時居室の供給

民間アパートへの
入居支援

高齢者等の民間アパ
ートへの入居支塞
応急一時居室の供給

民間アパートへの
入居支擬

高齢者等の民間アパ
ートへの入居支援
応急一時居室の供給

民間アパートへの
入居支援

1 施策す3 地域医療体制の鑿儼 ｣
2 地域医療体制の充実 【重点迩
新規開設･建替等を計画している病院が、区民の医療ニーズに的確に応えてし、けるよう協議･調整を行う
とともに、医療機鰯箱互の連携、医療と介護の達据の仕組みづくりを進めます。また、歯科保健医療セン
ターにおいて、障害者や要介護者の歯科診療事業の一層の充実を図ります。
23年度末(見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
業
量

歯科保健医療セン
夕一の運営▲

障害者等歯科診療

の実施 3,800名

開設･建替病院との
協議･識鑿

歯科保健医療セン
夕一の充実

開設.建替病院との
協議.調整

歯科操樫医療セン
夕- の充実

開設･建書病院との
協議･調整

歯科保健医療セン
夕一の充実

開設.建替病院との
協議 ･読鑿

歯科保健医療セン
夕一の充実



L施策z o 支えあいとセーフティネットの整備 ｣
1 生活支援情報提供の推進 【重点】

日常生活や様々な活動への参加に関する情報を、総合的に提供する仕組みを整備します。また、バリア
フリー協力店の登録拡大や区内施設におけるバリアフリメ幣報の提供を進めます。
23年度末 (見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
業
量

いってきまつるミ

閲覧件数 780,000件

バリアフリー協力店

597店

総合的な生活支援
情報提供
検討
バリアフリー協力店

800店

総合的な生活支援
情報提供
具体化
バリアフリー協力店

1,000店

総合的な生活支援
情報提供
実施
バリアフリー協力店

1,200店

総合的な生活支援
情報提供
検討･具体化･実施
バリアフリー協力店

1,200店

2 移動サービスの支援(移動困難者支援)

移動困難な人の通院や買い物などの外出を支援するため~福祉車両等で送迎をする団体による移動
サービスの取次著を行う｢移動サービス情報センター｣を運営します。また、移動サービスを行うN P O 団体
等の支援を行います。
23年度末 (見込) 24年康 25年度 26年度 3か年計

事
葉
暈

移動サービス情報
センターの運営

相談受付 1,200件
協力事業者
60団体

福祉有償運送団体
の支援
補助金交付 5団体

移動サービス情報
センタ の運営

協力事業者の拡大
70団体

福祉有償運送団体
の支援

移動サービス情報
センタ の還営

協力事業者の拡大
80団体

福祉有側運送団体
の支援

移動サービス情報
センタ の運営

協力事業者の拡大
90団体

福祉有償運送団体
の支援

移動サービス情報

センタ｢の運営

協力事業者の拡大
90団体

福祉有償運送団体
の支援

補助金交付 5団体

3 成年後見制度の利用促進
判断力が不十分になった人の生活支援や権利擁護を図るため、成年後見センターの運営の支援や.特
に必要と認める場合には区長が後見開始等の審判請求を行し、ます。また、日常的な金銭管理、福祉サ"
ビスの契約などの手続き等を行う｢あんしんサポート事寒｣の充実を図ります。
23年度来 (見込) 24年度 25年 26年度 3か年計23年度来 (見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
業
豊

成年後見センター
の運営
相談件数 23 00件
手続支援件数 1,000件

法人後見受託件数 4件

日常生活自立支援事
築くあんしんサポート)
相談件数 5,500件
福祉サービス利用
綴助 契約件数130件

成年後見センター

の運営

日常生活自立支援事

築くあんしんサポート)

成年後見センター

の運営

日常生活自立支援事

築くあんしんサポート)

成年後見センター

の運営

日常生活自立支援事

築くあんしんサポート)

成年後見センター
の運営

日常生活自立支援事

繋(あんしんサポート)



艫讓鬘 人を蕾説翼につ穆が滲心豊か蓼薪巧

I施策2葡 安心して子どもを産み育てられる環境づくり 1
3 母子像艇に硼する輻談支攝等の実施
生後4 か月までの赤ちゃんがいる全家庭への｢すこやか赤ちゃん訪問｣など‘こより~妊娠･農産･育児に関
する正しい知識の普及や相談.指導を行い、地域で安心して育児ができるように支援します。また、発達障
害を早期に発見するため、1歳6 か月健診後の集団観察の場となる｢あそびのグループ｣を実施します。

!施策2 2 保育の充実 l
2 多様な保育サービスの提供
保護者の就労の機会を確保するととも‘こ~乳幼児が心身ともに健全に発達できるよう、障害児保育、延
長保育、産休明け保育、年末保育など、利用者の多様なニーズに対応した保育サービスを提供します。

(見込)

障害児指定園
新規 区立1園
(累計7園)

25年度

障害児指定園
新規私立1園
く累計8園)

26年度 3か年計

障害児指定園
新規 2園
(累計8園)

l施策24 子ども.轡少年の育成支援の充実 l
3 児童罐･学童クラブ障害児等育成支擬の充実
児童館等において、発達の遅れや障害のある子どもたちも楽しめるプログラムを工夫･充実して行いま
す。また、学童クラブでの障害児の受け入れ .支擬体制を充実します。
23年度末(見込) 24年歳 26年度 26年度 3か年計

事
業
蹴

児童館障害児交流
プログラムの充薬

学童クラブ障害児の
受け入れ
49クラブ

学童クラブ重度重機
障害児の受け入れ
1クラブ

児童館障害児交流
プログラムの充実

学童クラブ障害児の
受け入れ
49クラブ

学童クラブ重度重複
障害児の受け入れ
1クラブ

児童館障害児交流
プログラムの充実

学童クラブ障害児の
受け入れ
50クラブ

学並クラブ重度重機
障害児の受け入れ
1クラブ

児種館障害児交流
プログラムの売薬

学麓クラブ障害児の
受け入れ
50クラブ

学童クラブ重度重機
障害児の受け入れ
1クラブ

児童館障害児交流
プログラムの完美

学童クラブ障害児の
受け入れ
50クラブ

学童クラブ重度重複
障害児の受け入れ
1クラブ



{施策2 6 成長.発達に応じたきめ細かな教育の雑進 一
1 特別支援教育の充実 【重点】

特別支援教室及び情緒障害学級(固定学級)の設置に向けた検討を進めるとともに、通常学級における
支援員等の配置や情緒障害学級(迩級学級)の増設等を行し、、発達障害を含む特別な支援が必要な児
童･生徒に対する特別支援教育の充実を図ります。
23年度末(見込) 24年度 25年度 26年度 3か年計

事
業
量

教薗課題研究指定校 1校

特別支援学級
固定学級
小学校 9校

中学校 4校

通級学級
小学校 9校

中学校 3校
漉常学級介助巍の配置
総人

通常学級介助員ボラン
ティアの配置
延5,000日

済英養護学校

数萬課題研究指定校 1核

特別支援学級

中学校の情緒障害
(固定学級)の設置
検討

小学校の情緒陣蓉
(迩級学級)の増設
1校 (1クラス増)

汚鰹爲希團だす雷

特別支援教室の設置 検討

特別支援学級

小学校の知的障害
(固定学級)の移譲
獲備
中学校の知的障害
(固定学級)の新設
整備
中学校の情緒障害
(固定学級)の設緻
検討

通常学級支援員の配置

特別支援教室の設置 検討

特別支援学級

小学校の知的障害
(固定学級)の移設
韓備
中学校の知的障害
(固定学緻)の新設
蟆備
中学校の情緒障害
(固定学級)の設置
検討

通常学搬支緻糞の配置

教育課題研究指定校 1校

特別支獺毅霊の設置 検討

特別支援学級

小学校の知的障害
(固定学級)の移設
醸備
中学校の知的障害
(固定学級)の新設
螫備
中学校の階緒陣瓣
(固定学級)の設置
検討

小学校の情緒障害
(灘織学織)の増設
1校 a クラス増)

通常学績支援費の配置
48人

通常学級介助貫ボラン
ティアの配置
延15,000日

俗人

通常学級介助費ポラン
ティアの配置
延5,000日

16人

通常学級介別鼠ボラン
ティアの配置
延5,00O B

T6人

通常学級介助顔ポラン
ティアの配置
延5,000日

環境の充実
調査･検討

環境の充実
調査･検討



資料3-3
k .243 現在

第3期障害福祉計画 目標数値と見込曇(葉)

溝瀑教鷁朧隧圀贓歳話朝箇翹撻まし孟話壷窕孟蛋翌変重立盤涎認語鱗灘露湾ね‐

項目 数値 基本指針等

平成17年10月 1日現在の
入所者数(A )

284人 (※施設入所者数には通勤寮利用者数を除く(以下同じ)。)

平成26年度末の
入所者数(銭)

286人
(葉繊 ;(H 233 )295人、(H 23 10)293人)
継続入所者は除く。

削減見込(A‐B ) ‐1.人

平成17年10月 T日時点の入所者数から苞割以上削減することを
基本として、これまでの裏縦や地域事情を踏まえ設定する。
(284 人×01 三29人)

-‘ノーJ儒 3扱
平成旧年藤から平成26年度
までの合計

96人 とを澤本として、これまでの実績や地域事情を踏まえ設定する。
(284人×0 3 三筋人)

項目 数値 基本権針等

平成17年度の
一般就労移行者数

25人

平成26年度の
一般就労移行者数

50人
平成17年度の入所者数の一般就労移行者数の4倍以上とするこ
とを基本として、これまでの裏績や地域事情を踏まえ設定する。
(25人×4 = 100人 )

こば、 ‘, G 質,
、 へ のノ-“行 しと 1 孑摯

数値 -〕本 ｣ 針等

1.59o人滌糞摯
批鬱襲用者数には宿泊型生活訓練と療繁介議の利用者を平成26年度来の

福祉施設利用者激

成26年度来における福祉施設の利用者数のうち、2割以上を
労移行支援事業を利用することを基本として、これまでの実績

平成26年度末の
就労移行支援事業の利用者教

者の割合
数値

平成26年度末の
就労継続支援(A型)事業 20人 (8 15人×0 3 三245人 )

就労継続支援(B 型)事業
の利用者数
平成26年度末の

就労継続支援(A十B型)事業
の利用者敬(②)
平成26年度末の
就労継続支援(A型)事業
の利用者の割合( 1 ) / ( ( )

~おける就労総統支援 .葉の利用 のうち、3
することを基本として、

※辯神障害者の退院促進者撒に閼しては~区市町村の第3期陣番福祉計画における数値規定がありません。
(なお、都道府県に対してき年未満入院者の平均退院率途5饑以上5年以上入院者の退院者檄に関して規定
があります話



旦障害纏褪サービス篭の見込量

670人 ※継続入所者以外の重心適所を含む。

14人 14人 ※宿泊型生活訓練を含む。
356人自分 356人日分

94人 ※獲成施設を含む。

36人 (※継続入所者を含む。)

※訪問系サービスと日中活動サービスで、2段で表示している数値は、上段が利用者数、下段が利用量を示しています。

※相談支援は、1ヶ月あたりの利用者数を示しています。

種類
見込畳

平成24年度 平成25年度 平成26年度

0 訪問系サービス

居宅介護(身体介護) 281人 .
2 9 2 人

. .
304人

3,855時間 4 125時間 4,414時間

二 ･ 217人 226人 235人
居宅介護(家事援助)

1 872時間

226

2.003時間 2 ,

重度訪問介護
39人 4 1人 43人

行動援護
=

374時

同行援護
167 177

重度障害者等包括支援

71
訪問系サービス合計

74 1
　　 　　　 　
2 1 327

635人 655人

12,587人自分

自立訓練(機能訓練) ‘

51大日分
‘
68人自分 滋5入日分

自立訓練(生活訓練)
13人

　　　　　　　　　　
337入日

8 1人 87人 94

1,559人日分 1,682人自分

9人 15人 2

159人日分

15人

266人日分

20人

354人自分

(B 型)
754姿

.
777△“

795人
1 Q 657人自分 10 977人日分 11,236人自分

適所系サービス計

短期入所

共同生活援助
共同生活介護

1,53 1 1

155 T60人

682人自分 734人日分 786人自分

52人 52人 52人

T72人 192人 223人

288人

地域移行支援
350人

15人 28人

7博人

29人


